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電子帳簿保存法に関する宥恕規定

• 令和4年1月1日から令和5年12月31日までの間の電子取引につき，

• 「要件①：所轄税務署長が当該電子取引の取引情報に係る電磁的記録を保
存要件に従って保存をすることができなかったことについてやむを得ない
事情があると認め」

↓かつ

• 「要件②：当該電磁的記録の出力書面の提示又は提出の求めに応じること
ができるようにしている場合」には，その保存要件にかかわらず，その電
磁的記録の保存をすることができることとする経過措置を講ずる。
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相続税・贈与税のあり方

• 今後、諸外国の制度も参考にしつつ、

• 相続税と贈与税をより一体的に捉えて課税する観点から、現行の相続時精
算課税制度と暦年課税制度のあり方を見直すなど、

• 格差の固定化防止等の観点も踏まえながら、

• 資産移転時期の選択に中立的な税制の構築に向けて、

• 本格的な検討を進める。
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個人課税関係

•住宅税制
住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除

について適用期限（2021年12月31日）を25年末まで
4年延長する。
控除率は住宅借入金残高の0.7%に縮小し、控除期間
は13年を原則とする。
適用対象者の所得要件を3000万円以下から2000万円
以下に下げる。
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オープンイノベーション促進税制

•特別新事業開拓事業者に特定事業活動として出資した
場合の課税特例を2年延長する。
特別新事業開拓事業者について、赤字企業で売上高に
しめる研究開発費の割合が10%以上であれば、設立日
以後の期間の要件を現行の10年未満から15年未満に
拡充する。
対象株式の保有見込み期間の下限を3年とする。
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少額減価償却資産の取扱い

• 少額の減価償却資産の取得価額の損金算入制度について，対象資産から，
取得価額が10万円未満の減価償却資産のうち貸付け（主要な事業として行
われるものを除く。）の用に供したものを除外する（所得税についても同
様とする。）。

• 一括償却資産の損金算入制度について，対象資産から貸付け（主要な事業
として行われるものを除く。）の用に供した資産を除外する（所得税につ
いても同様とする。）。

• 中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例について，
対象資産から貸付け（主要な事業として行われるものを除く。）の用に供
した資産を除外した上，その適用期限を2年延長する（所得税についても同
様とする。）。
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完全子法人からの配当にかかる源泉徴
収不適用
• 一定の内国法人が支払を受ける配当等で次に掲げるものについては，所得
税を課さないこととし，その配当等に係る所得税の源泉徴収を行わないこ
ととするほか，これに伴う所要の措置を講ずる。

• ① 完全子法人株式等（株式等保有割合100％）に該当する株式等に係る配
当等

• ② 配当等の支払に係る基準日において，当該内国法人が直接に保有する
他の内国法人の株式等（当該内国法人が名義人として保有するものに限る。
以下同じ。）の発行済株式等の総数等に占める割合が3分の1超である場合
における当該他の内国法人の株式等に係る配当等
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企業の取組事例

【運送会社A社】
自社の物流インフラと膨大なデータ群を活用した事業と経営
の構造改革を進めるため、デジタル人材に特化した経験者
採用枠を創設。2021年には、300人規模の新・デジタル組
織を立ち上げ予定。

【電機メーカーB社】
デザイン思考養成のためのアイデア着想等の研修を含め、

100以上の研修プログラムを体系化。専門人材の育成と基
礎的教育の拡充により、2021年度にデジタル人財を３万
人規模に拡充予定。

【家電量販店C社】
新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けている企業から
の人材の受け入れや、業績改善までの一時的な従業員の就
労環境の提供を行う制度を新たに創設。現在、航空会社
等から合計200名以上の受け入れを実施。

【出所】各社プレスリリース情報等を基に、経済産業省作成

10月1日時点での大学生の就職内定率の推移
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【出所】文部科学省・厚生労働省「令和２年度大学等卒業予定者の就職内定状況調査
（令和２年10月１日現在）」を基に、経済産業省作成

（参考）新卒・中途採用による外部人材の獲得や人材育成への投資が重要
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 ウィズコロナ・ポストコロナに向け、経営改革の実現のためには、新卒・中途採用による外部人材の獲得と、
従業員の学び直しが必要。また、従業員シェアなど、出向受入れ企業の後押しも重要。

 特に、新卒採用はリーマンショック時に次ぐ厳しい状況。第二の就職氷河期を絶対に作ってはならない。事業の
担い手を確保するためにも、新卒採用の拡大を図ることが重要。

リーマンショック
（▲7.4%）

新型コロナウイルス
（▲7.0%）

69.9%
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雇用者給与等支給額に関する留意点

•国内雇用者に支払った給与等の総額

↓

•国内雇用者には、 パート、 アルバイト、 日雇い労働者も含む。

• 使用人兼務役員を含む役員及び役員の特殊関係者、 個人事業主と特殊の

関係のある者は含まれない。

•雇用安定助成金額（雇用調整助成金等）の取扱い

•具体例
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令和4年度税制改正大綱
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人材確保等促進税制（令和4年度）

• “継続雇用者”に対する給与等が対前年度比で3％以上増加

•ステークホルダー要件

↓

給与等の支給額の引上げの方針，

取引先との適切な関係の構築の方針

その他の事項をインターネットを利用する方法により公表したことを

経済産業大臣に届け出ていること
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中小企業向け所得拡大税制（令和4年度）
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教育訓練費が増加した場合の上乗せ

• 外部講師謝金等・外部施設利用料等

• 研修委託費

• 外部研修参加費
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 経営資源の集約化によって生産性向上等を目指す計画の認定を受けた中小企業が、計画に
基づくM&Aを実施した場合に、①設備投資減税 ②雇用確保を促す税制 ③準備金の積立を
認める措置を創設する。

投資額の10％を税額控除 又は 全額即時償却。

※資本金3000万円超の中小企業者等の税額控除率は7％

（参考）具体的な取組例

 自社と取得した技術を組み合わせた新製品を製造する設備投資
 原材料の仕入れ・製品販売に係る共通システムの導入

①M&Aの効果を高める設備投資減税

M&Aに伴って行われる労働移転等によって、給与等
支給総額を対前年比で2.5％以上引き上げた場合、
給与等支給総額の増加額の25％を税額控除。

（1.5%以上の引上げは15%の税額控除）

（参考）具体的な取組例

 取得した販路で更なる販売促進を行うために必要な要員の確保

②雇用確保を促す税制

③準備金の積立（リスクの軽減）

M&A実施後に発生し得るリスク（簿外債務等）に備えるため、据置期間付（5年間）の準備金を措置。
M&A実施時に、投資額の70%以下の金額を損金算入。

【益金算入】

【損金算入】
据置期間※

（５年間）

積
立

均等取崩 20×5年間
据置期間後に取り崩し

100 ※簿外債務が発覚した場合等には、準備金を取り崩し。
（注）中小企業のM&Aには、大別して「株式譲渡」と「事業譲渡」のケースがあるが、

簿外債務等のリスクをヘッジできない「株式譲渡」について、準備金制度を措置。

中小企業の経営資源の集約化に資する税制の創設
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（参考）経営資源集約化を推進する背景
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①M&Aは生産性向上の重要なツール

○M&Aを行った中小企業は、行っていない企業に比べて生産性等が向上。

M&A実施企業と非実施企業の労働生産性

110 M&A実施（2010年度） 109.3

105
103.5

100

M&A実施せず
（2009～15年度）

95

10 11 12 13 14 15

（注）2010年度＝100として指数化 【資料】経済産業省「企業活動基本調査」再編加工

②これまでの主な取組

○ これまでもM＆Aの支援策を実施（引継ぎの準備、マッチングの円滑化、
M&A実施後の経営統合）。 ⇒ 更なる深化が必要｡

引継ぎの準備 マッチングの円滑化 M&A実施後の経営統合

①気づきの提供 ②事業者間のマッチング ③業態転換等の推進

プッシュ型の事業承継診断 事業引継ぎ支援センター 事業承継補助金
事業承継ネットワークによる、 各県のセンターにおいて、 M&Aを含む引継ぎを契機に、経
M&Aを含む事業承継の課 M&Aに係る相談対応、 営革新などに挑戦する中小企業
題を発掘、支援 マッチング支援を実施 の設備投資や販路開拓等を支援

④M&Aの手数料の適正化等

中小M&Aガイドラインの策定（M&Aの基本的な事項や手数料の目安を提示）

③中小企業にとって身近になりつつあるM&A⇒ 見えてきた課題

○中小企業のM&Aは、我が国でも近年増加し、少しずつ身近になりつつある。
○他方で、M&A実績の増加につれて、課題も顕在化（簿外債務、偶発債務、減損等）。

（件） 中小企業M&Aの実施件数の推移
1400 事業引継ぎ支援センター

1176
1200

中小企業M&A仲介上場3社 1018
1000 923

852
800 702 687

600 424
526

430
400 315

209
200 102

0

2014 2015 2016 2017 2018 2019 （年度）

【資料】 帝国データバンク「事業承継に関する企業の意識調査（2020年）」

④感染症を受けた新たな課題

業態転換の高まり 経営資源の散逸リスク

○「新たな日常」に対応するため、業態 ○2020年廃業件数は過去最多転
換を考えている中小企業は22％。 の見通し。

中小企業における業態転換の意向 （件） 休廃業・解散、倒産件数の年次推移
50,000   年間
45,000 5万３千件
40,000 のペース

22.3% 35,000

30,000

25,000

20,000

77.7% 15,000 ＋23.9％

10,000

5,000

業態転換を考えている 業態転換の意向はない 0

14 15 16 17 18 19 20

（資料）東京商工リサーチ 休廃業・解散 倒産 （年）

「第9回新型コロナウイルスに関するアンケート調査」 休廃業・解散（1～8月） 倒産（1～8月）

【資料】東京商工リサーチ

- 22 -



中小企業事業再編投資損失準備金制度仕訳

• １億円で株式取得

有価証券 １億円 /現金 １億円

事業再編投資損失 ７千万円 /中小企業事業再編 ７千万円

投資損失準備金

• 積立事業年度終了日の翌日から5年（据置期間）経過後に，5年間で均等に
取り崩して益金算入

23
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適用対象法人

•青色申告書を提出する中小企業者

•中小企業等経営強化法に規定する経営力
向上計画について中小企業等経営強化法第17条第１項の認
定を受けた法人
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適用対象となる株式

•経営力向上計画に従って行う事業承継等 として購入した株
式等

•その取得の日を含む事業年度終了の日まで引き続き保有

•取得価額１０億円以下

25
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（２ー２）中小企業設備投資税制の延長等（所得税・法人税・事業税・法人住民税）
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 「中小企業経営強化税制」について、適用期限を2年間延長する。また、本税制の利便性を向
上させるため、適用の前提となる計画認定手続を柔軟化する（例．工業会の証明書の取得と

同 時並行で、計画認定に係る審査を行うことにより、手続を迅速化）。

 「中小企業投資促進税制」に「商業・サービス業・農林水産業活性化税制」も取り込む形で
（不動産業、商店街振興組合等を移管）制度を一本化した上で、適用期限を2年間延長する。

改正概要 【適用期限：令和４年度末まで】

設備の種類
（価額要件）

機械装置
（160万円以上）

ソフトウェア
（70万円以上）

器具備品・工具
（30万円以上）

建物附属設備
（60万円以上）

支援措置
国

税

【中小企業投資促進税制】
30％特別償却又は税額控除7％

※30％特別償却のみ適用

⇒延長（2年）
※不動産業、商店街振興組合等の業種を追加

【商業・サービス業
・農林水産業活性化税制】

30％特別償却又は税額控除7％
※ 30％特別償却のみ適用

⇒廃止

を付した部分は、経営力向上計画の認定が必要 ※を付した部分は、資本金3,000万円超１億円以下の法人の場合

遠隔操作、可視化、自動制御化のいずれかを可能にする設備

【中小企業経営強化税制】
即時償却又は税額控除10％（※７％）

⇒延長（２年）
生産性向上設備（A類型）

生産性が年平均１％以上向上

収益力強化設備（B類型）

投資利益率５％以上のパッケージ投資

デジタル化設備（Ｃ類型）

経営資源集約化設備（D類型）

修正ROA又は有形固定資産回転率が一定以上上昇する設備

※計画認定手続を柔軟化



（参考１）中小企業経営強化税制の延長
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 中小企業経営強化税制は、中小企業の稼ぐ力を向上させる取組を支援するため、中小企業等
経営強化法の認定を受けた計画に基づく投資について、即時償却又は税額控除（10％）※

のいずれかの適用を認める措置。 ※資本金3,000万円超の中小企業者等の税額控除率は7％

類型 生産性向上設備（Ａ類型） 収益力強化設備（Ｂ類型） デジタル化設備（Ｃ類型）

要件 生産性が旧モデル比平均１％以上向上する設備 投資収益率が年平均５％以上の投資計画に係る設備
遠隔操作、可視化、自動制御化のいずれかを

可能にする設備

確認者 工業会等 経済産業局 経済産業局

対象
設備

 機械装置（160万円以上/10年以内）
 測定工具及び検査工具

（30万円以上/5年以内）
 器具備品（30万円以上/6年以内）
 建物附属設備（60万円以上/14年以内）

 ソフトウェア（情報収集機能及び分析・指示
機能を有するもの）
（70万円以上/5年以内）

 機械装置 （160万円以上）
 工具 （30万円以上）
 器具備品 （30万円以上）
 建物附属設備（60万円以上）
 ソフトウェア （70万円以上）

 機械装置 （160万円以上）
 工具 （30万円以上）
 器具備品 （30万円以上）
 建物附属設備（60万円以上）
 ソフトウェア （70万円以上）

その他要
件

生産等設備を構成するものであること（事務用器具備品・本店・寄宿舎等に係る建物付属設備、福利厚生施設に係るものは該当しません。）
／国内への投資であること／中古資産・貸付資産でないこと等

 M&Aの効果を高める設備として「経営資源集約化設備（D類型）」を追加した上で、適用期
限を2年間延長する。

改正概要 【適用期限：令和４年度末まで】

経営資源集約化設備（D類型）
要件：修正ROA又は有形固定資産回転率が一定以上上昇する設備 ⇒新たな類型として追加



（参考２）中小企業投資促進税制の延長
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 中小企業投資促進税制は、中小企業における生産性向上等を図るため、一定の設備投資を
行った場合に、特別償却（30％）又は税額控除（7％）※のいずれかの適用を認める措置。

※税額控除は資本金3,000万円以下の中小企業者等に限る

 対象となる業種として、不動産業・物品賃貸業、商店街振興組合等を追加した上で、適用期限
を2年間延長する。

改正概要 【適用期限：令和４年度末まで】

対象者
・中小企業者等（資本金額１億円以下の法人、農業協同組合、商店街振興組合等）
・従業員数１，０００人以下の個人事業主

対象業種

製造業、建設業、農業、林業、漁業、水産養殖業、鉱業、卸売業、道路貨物運送業、倉庫業、
港湾運送業、ガス業、小売業、料理店業その他の飲食店業（料亭、バー、キャバレー、ナイトクラブ
その他これらに類する事業については生活衛生同業組合の組合員が行うものに限る。）、一般旅客自
動車運送業、海洋運輸業及び沿海運輸業、内航船舶賃貸業、旅行業、こん包業、郵便業、通信業、損
害保険代理業及びサービス業（映画業以外の娯楽業を除く）、不動産業、物品賃貸業
※性風俗関連特殊営業に該当するものは除く

対象設備

・機械及び装置【１台１６０万円以上】

・測定工具及び検査工具【１台１２０万以上、１台３０万円以上かつ複数合計１２０万円以上】

・一定のソフトウェア【一のソフトウェアが70万円以上、複数合計７０万円以上】
※複写して販売するための原本、開発研究用のもの、サーバー用OSのうち一定のものなどは除く

・貨物自動車（車両総重量３．５トン以上）

・内航船舶（取得価格の７５％が対象）

措置内容

個人事業主
資本金３，０００万円以下の中小企業 ３０％特別償却 又は ７％税額控除

資本金３，０００万円超の中小企業 ３０％特別償却

※対象資産から匿名組合契約等の目的である事業の用に供するものを除外

※赤字は今回の追加業種等
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 日本企業の収益性の向上を目指し、①迅速かつ大規模なM＆Aの促進や、②新たな産業・企業の育成を
進める上で、買収会社が自社の株式を買収対価としてM&Aを実施する、株式対価M&Aは有用な手段。

 手元資金や借入可能額を上回る大
規模な事業再編が実現可能。

 株式市場で評価されている新興企業に
効果的。

事業再編

機会の拡大

対象会社株主が買収企業の株を持つ結果、

 対象会社株主が事業再編によるシ
ナジーを享受できる。

 対象会社株主にも、企業価値向上への
イ ンセンティブが生じ、売り手と買い手の
協 働による企業価値向上が期待される
。

売り手との

シナジー

 事業再編を行いつつ、資金を攻めの
投資（設備投資・人材投資等）に活
用 可能。

M&A以外
の資金需要
への対応

買収会社の
自社株式

買収

【買収に必要な対価】

自社株式を活用したＭ＆Ａ

資金を設備・
人材投資に
活用可能

現金

迅速かつ大規模なM&A
新たな産業・企業の育成

株式対価M&Aの意義

対象会社
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